
大分県 経営比較分析表（令和4年度決算）
分析欄

業務名 業種・事業名 管理者の情報 自己資本構成比率（％） 利益剰余金の使途について（具体的な使用実績事業を記入してください） １．経営の状況について

法適用 電気事業 自治体職員 62.4 基金への積立の有無…有
　目的：減債積立金への組入れ　　　　424,361千円
　　　　建設改良積立金への組入れ　　147,071千円
　　　　地域振興積立金への組入れ　　450,000千円
一般会計への繰出しの有無…無
その他の有無…有
　目的：繰越利益剰余金　　435,648千円
電気事業により生じた利益は、企業債償還のための減債積立金、将来の施設更新に充てるための建設改良積立金及び一般会計へ貢献するための地域振興
積立金に積み立てることを基本としている。

　本県の電気事業は、水力発電として大野川発電所外11発電所で最大出力
70,280kWの発電を行っているが、令和4年9月に発生した台風14号により花合野川
発電所（出力680kW)が被災したことから同発電所は停止している。
　また、別府発電所も令和3年12月よりリニューアルに着手したことに伴い、運
転を停止している。
　しかし、令和2年7月豪雨の被災により停止していた阿蘇野川発電所は、復旧が
完了したことにより、令和4年7月より運転を再開している。
　現在は、花合野川発電所及び別府発電所を除く10発電所(最大出力68,100kW）
が稼働している。
　また、太陽光発電として平成25年7月から松岡太陽光発電所で最大出力1,362kW
の発電を行っている。

　令和4年度は、年間の降水量が過去10年平均比で89.0％と少なかったが、大野
川発電所が年間を通して稼働したことから、総収益は対前年度比138.2％となっ
た。
　また、総費用は大野川発電所が完成したことによる減価償却費の増加などから
対前年度比で130.8％となった。
　経常収支比率及び営業収支比率は、前年度に比べ上昇しており、引き続き
100％以上を確保している。
　供給原価については、電力料収入が前年度に比べ上回ったが、一方で営業費用
が増額となったこと等により、全国平均値を上回って推移している。

　流動比率は、100％を超えており毎年十分な支払能力を有している。
　公営企業会計基準の見直しにより、平成26年度決算からそれ以前は固定負債に
仕訳されていた1年以内に償還予定の企業債や、特別修繕引当金等の各引当金が
流動負債へ仕訳されるように変更されたが、それでも十分な支払能力を有してお
り、安定した経営と低廉な電力供給を行うことが出来ている。

水力発電所数 ごみ発電所数 風力発電所数 太陽光発電所数

- 令和８年３月３１日　芹川第一発電所　ほか
　　　　　①令和１５年７月（松岡太陽光発電所）
　　　　　②令和２３年１２月（大野川発電所） 無

売電先 地産地消の見える化率（％）※1

12 - - 1

その他発電所数 料金契約終了年月日 ＦＩＴ・ＦＩＰ適用終了年月日 電力小売事業実施の有無

九州電力　株式会社 -

※1 行政区域内の需要家に小売されたことが客観的に明らかであるものを計上。なお、この基本情報をもって全ての地産地消エネルギーへの取り組みを評価するものではない。

年間発電電力量（MWh） H30 R01 R02 R03

ごみ発電 - - - - -

R04

水力発電 195,353 219,991 168,878 175,328 194,222

太陽光発電 1,596 1,416 1,584 1,443 1,539

風力発電 - - - - -

ＦＩＴ・ＦＩＰ以外 ＦＩＴ・ＦＩＰ 合計

年間電灯電力量収入（千円） 1,527,477 1,576,291 3,103,768

合計 196,949 221,407 170,462 176,771 195,761

１．経　営　の　状　況

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R01 R02 R03 R04R03 R04 H30
■当該値 111.6 123.2 114.1 139.8 155.8

H30 R01 R02R04 H30 R01 R02 R03 R04
621,405 1,057,659 1,728,601■当該値 9,863.4 8,147.3 10,379.8 9,972.4 11,135.3

■平均値 129.9 130.2 134.6 131.2 130.3
■当該値 451,793 705,596■当該値 348.1 409.7 229.8 339.6 386.3■当該値 107.3 119.5 111.0 137.9 152.7

■平均値 749.1 763.6 666.3 836.7 816.6■平均値 128.9 129.3 133.8 130.2 129.3 ■平均値 1,533,303 1,359,753 1,430,009 1,417,603 1,498,744■平均値 9,078.5 9,106.0 9,268.1 9,846.1 10,480.4

２．経営のリスクについて

○水力発電

　設備利用率は、令和4年度は渇水により全国平均より低くなっている。

　修繕費比率は、老朽化した発電所のリニューアルを計画的に実施しているた
め、今後、低下傾向になると考えられる。令和4年度は、大きな故障もなかった
ことから、修繕費比率は全国平均より低くなっている。

　企業債残高対料金収入比率は、平成30年度から大野川発電所リニューアルの建
設改良のため起債していることから増加している。当該企業債は令和3年12月か
ら運転再開した大野川発電所のFITによる収入で償還する計画である。従来の事
業分は計画的に企業債の償還を行っている。

　有形固定資産減価償却率は、令和3年度から全国平均値を下回ったが、これは
大野川発電所のリニューアルに伴い、新しい施設となったためである。今後も老
朽化した発電所のリニューアル事業を計画的に実施していくこととしている。

○太陽光発電

　設備利用率は、年間の日射量が多かったことから前年度に比べ増加している。

　修繕費比率は、平成25年度の運転開始以来、大きな修繕は発生していない。

　企業債残高対料金収入比率は、建設に要する経費について企業債を活用せず、
これまで水力発電で蓄積してきた資金を活用したことから0%である。

　有形固定資産減価償却率は、平成25年度に運転開始し減価償却が始まっている
ことから、計画どおりの推移となっている。

　FIT適用終了（R15）後の事業のあり方については、現時点で方針は定まってい
ないが、今後、FIT終了による電力料収入の減少を念頭に、事業内容の見直し等
を検討していく。

●施設全体 ●発電型式別

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01H30 R01 R02 R03 R04 H30

２．経　営　の　リ　ス　ク

28.5 31.5 ■当該値 -
R03 R04

■当該値 36.5 41.0 31.6 28.2 31.2 ■当該値 37.1
R02 R03 R04 H30 R01 R02R01 R02 R03 R04

11.8 13.3 12.1 12.9
■平均値 35.0 34.8 34.4 31.9 31.3

- - - - ■当該値 13.4- - - - ■当該値 -41.6 32.0
■平均値 - - - - -■平均値 36.3 36.4 35.8 33.1 32.4 ■平均値 15.1 15.5 15.2 15.2 15.4■平均値 - - - - -

R01 R02R01 R02 R03 R04 H30 R01H30 R01 R02 R03 R04 H30
14.1 ■当該値 - -

R04
■当該値 25.9 20.5 18.0 24.9 13.8 ■当該値 26.4 21.0

R03 R04 H30 R01 R02 R03R02 R03 R04 H30
2.4 2.3 0.1

■平均値 20.0 18.5 20.5 18.9 20.9 ■平均値

- - - ■当該値 1.2 0.9- - - ■当該値 - -18.4 25.5
2.4 3.7 1.7 4.1

H30 R01 R02 R03 R04

- - - - - ■平均値- - - - - ■平均値21.5 20.0 21.9

H30 R01H30 R01 R02 R03 R04 H30

2.220.2 22.0 ■平均値

306.3 244.0 ■当該値 -
R03 R04

■当該値 71.6 111.5 251.2 298.6 239.3 ■当該値 74.0
R02 R03 R04 H30 R01 R02R01 R02 R03 R04

0.0 0.0 0.0 0.0
■平均値 90.4 94.0 96.3 102.6 105.3

- - - - ■当該値 0.0- - - - ■当該値 -114.6 260.1
■平均値 - - - - -■平均値 72.4 83.2 88.6 96.2 100.8 ■平均値 391.3 270.5 252.2 230.4 203.2■平均値 - - - - -

全体総括
H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R01 R02 R03 R04 　以上のことから、大分県電気事業は、安定した電力料収入に支えられ良好な経

営を維持していること、短期・長期の財務の安定性が保たれていることなどか
ら、経営成績、財務状態ともに概ね健全であると考えられる。

　今後は、平成30年度から10年間の経営戦略やその実施計画である4年間のアク
ションプランに則り、安定供給に向けた老朽化・耐震化対策の推進、持続可能な
安定した経営基盤の確立、地域社会への貢献等を推進していく。

R04 H30
■当該値 69.0 69.4 68.8 50.2

62.0 ■平均値

68.7 68.3 50.1
H30 R01 R02 R03R04 H30 R01 R02 R03 R04

- -51.3 ■当該値 - - - -51.3 48.9
■平均値 61.2 61.9 62.0 60.7 60.9 ■平均値 63.4 63.8

- ■当該値 29.3 34.4 39.5 43.8- ■当該値 - -
32.5 37.4

■当該値 68.3
42.7

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01

- - - ■平均値 22.3 27.3- - - ■平均値 - -63.6 62.0 - -

R02 R03 R04 H30 R01 R02
100.0 100.0 100.0

R04 H30 R01 R02 R03
■当該値 - - -49.8

R04R03 R04 H30 R01 R02 R03
■当該値 100.0- - 100.0■当該値 0.0 - - -

24.5■平均値 22.6 23.3 25.0 29.2 30.9
3.4 24.4 50.8■当該値 3.2 2.7 ■当該値 - -0.0 0.0 22.4

※ 平成30年度から令和4年度における各指標の全国平均値は、当時の団体数を基に算出していますが、設備利用率及び修繕費比率、企業債残高対料金収入比率、有形固定資産減価償却率、FIT・FIP収入割合については、令和4年度の団体数を基に平均値を算出しています。

■平均値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -■平均値 16.3 16.4 18.2 22.3

目標値
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○ 水力発電 ○ ごみ発電 ○ 風力発電 ○ 太陽光発電

該当数値なし

該当数値なし
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